
 

 

新型コロナウイルス感染症対応について 

 

１ 令和２年度実績等 

事業名 事業の目的及び概要 
決算見込額 

(千円) 
事業実績 

民間保育所等施設整

備事業 
民間保育所の感染防止に係る対策 20,790 

民間保育所等の新型コロナウイルスの感染拡大防止対策 

民間保育所等保育環境等整備   8,948 千円 

民間保育所等感染拡大防止対策 11,842 千円 

施設数 25 施設  

地域活動事業費 
小学校低学年受入れ事業を行う認可児

童クラブの感染防止に係る対策 
1,000 

民間児童クラブの感染拡大防止対策 

施設数 ２施設 

病児保育事業 
病児保育「おひさまはるる」の感染防

止対策 
500 飯田市病児保育施設「おひさまはるる」 

地域子育て支援拠点

事業 

地域子育て支援拠点施設（つどいの広

場）における感染予防対策 
2,651 施設数 12 拠点 （９事業者） 

児童福祉施設等職員

慰労金支給補助事業 

新型コロナウイルス感染症の拡大防止

に配慮しつつ、事業継続を行う民間保

育所等において、従事する職員に対し、

１人当たり３万円の慰労金を支給 

24,170 

児童福祉の安定的継続運営のため、保育所等の事業者が職員へ

手当（慰労金）を支給した場合、その経費を補助 

 対象施設 35 施設（保育所分園含む。） 

慰労金支給者数 807 人 

令和３年７月 15 日 

児童福祉分科会資料№２ 



 

事業名 事業の目的及び概要 
決算見込額

(千円) 
事業名 

地域子育て支援拠点

事業 

地域子育て支援拠点施設における感染

拡大防止に配慮した相談支援体制強化 
2,349 

情報機器整備 

施設数 ６拠点 （６事業者） 

子育て世帯臨時特例

給付金事業費 

子育て世帯に対し、児童１人当たり１

万円支給 
135,296 

令和２年４月分児童手当の受給世帯 7,454 世帯 

該当児童 13,109 人 

給付金 131,090 千円、事務費 4,206 千円 

ひとり親家庭福祉一

般経費 

児童扶養手当受給者に対する市単上乗

せ（児童１人当たり２万円） 
24,558 

令和２年５月分児童扶養手当の受給世帯 777 世帯 

児童数 1,220 人 

給付金 24,400 千円、事務費 158 千円 

民間保育所等運営事

業 

新型コロナウイルス感染症による登園

自粛要請に係る保育料・副食費等の日

割計算による還付分を負担 

2,776 

登園自粛要請協力家庭返還金 

小学校等休業期間中（４月～５月）2,755 千円 

第３波（感染又は濃厚接触者）    21 千円 

ひとり親世帯臨時特

別給付金給付事業 

低所得のひとり親世帯への臨時特別給

付金給付事業  

(1)基本給付 １世帯５万円、第２子以

降１子につき３万円を給付 

(2)追加給付 コロナの影響を受け家

計が急変した世帯へ５万円を給付 

(3)再給付 基本給付と同額を 12 月に

給付 

151,134 

令和２年６月分児童扶養手当の受給世帯及びコロナの影響を

受け収入が児童扶養手当受給世帯と同水準となったひとり親

世帯（再支給含む） 1,730 世帯 

児童数 2,706 人 

給付金額 148,830 千円、事務費 2,304 千円 



 

事業名 事業の目的及び概要 
決算見込額

(千円) 
事業名 

児童福祉一般経費 

公立保育所管理事業 
公立保育所の感染防止に係る対策 9,559 

公立保育所の新型コロナウイルスの感染拡大防止対策 

保育環境等の整備 4,727 千円 

感染拡大防止対策 4,832 千円 

発達支援センター事

業 

こども発達センターひまわりにおける

新型コロナウイルス感染予防対策 
300 

こども発達センターひまわりの新型コロナウイルスの感染拡

大防止対策 

 

２ 令和３年度「子育て世代への経済的支援」 

１）子育て世帯生活支援特別給付金（ひとり親世帯分）の給付 

■対象者 

 ①令和３年４月分の児童扶養手当の支給を受けている世帯（申請不要） 

 ②公的年金等を受給していることにより、令和３年４月分の児童扶養手当の支給を受けていない世帯 

（児童扶養手当に係る支給制限限度額を下回る世帯に限ります。） 

 ③令和３年４月分の児童扶養手当は受給していないが、新型コロナウイルス感染症の影響を受けて家計が急変し、収入が児童扶養手当を

受給している世帯と同じ水準になっている世帯 

■給付額 児童１人当たり一律５万円 

 

２）子育て世帯生活支援特別給付金（その他の世帯分）の給付 

■対象者 

 ①令和３年４月の児童手当又は特別児童扶養手当の支給を受けている方で、令和 3年度分の住民税均等割が非課税である方（申請不要） 

 ②①に該当する方を除く、18 歳未満の子（障がい児については 20 歳未満）の養育者で、令和３年度分の住民税均等割が非課税である方 

 ③18 歳未満の子（障がい児については 20 歳未満）の養育者で、新型コロナウイルス感染症の影響を受け令和 3 年 1 月以降の家計が急変

し、令和 3年度分の住民税均等割非課税者と同様の事情にあると認められる方 

  ※令和３年４月１日以降令和４年２月 28 日までに生出した児童も対象となります。 

■給付額 児童１人当たり一律５万円 


